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北本市開発行為等の指導に関する要綱 

平成１５年１２月２６日 

告示第２２０号 

第１章 総則 

（目的） 

第１条 この告示は、開発行為又は建築をしようとする者（以下「事業

者」という。）に対し必要な指導を行うとともに、公共施設の整備等

について協力を求め、自然と調和した良好な住環境を備えたまちづく

りに資することを目的とする。 

（定義） 

第２条 この告示において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ

当該各号に定めるところによる。 

⑴ 開発行為 都市計画法（昭和４３年法律第１００号。以下「法」

という。）第４条第１２項に規定する開発行為をいう。 

⑵ 建築 建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）第２条第１３号

に規定する建築をいう。 

⑶ 開発区域 法第４条第１３項に規定する開発区域をいう。 

⑷ 事業区域 次条各号に該当する事業を行う土地の区域をいう。 

⑸ 中高層建築物 地階を除く階数が３以上の建築物又は高さが１０

メートルを超える建築物をいう。 

⑹ 隣接関係者 事業区域に隣接する土地（事業区域が幅員９メート

ル未満の市道又は水路等に接しているときは、当該市道又は水路等

を挟んだ反対側の土地を含む。）の所有者並びに当該土地にある建

築物の所有者、管理者及び居住者をいう。 

⑺ 公共施設 法第４条第１４項に規定する公共施設をいう。 

⑻ 公益施設等 学校、集会所等の施設で、前号の規定に含まれない

施設をいう。 

（適用範囲） 

第３条 この告示は、次の各号に掲げる事業について適用する。 

⑴ 開発区域の面積が５００平方メートル以上の事業 

⑵ 計画戸数（区画）が５（共同住宅又は長屋にあっては、５世帯）
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以上の事業 

⑶ 自己の居住の用に供する住宅（以下「自己用住宅」という。）の

部分を除いた延べ面積が３００平方メートル以上の建築物の建築を

目的とする事業 

⑷ 中高層建築物の建築を目的とする事業 

⑸ 建築基準法第４２条第１項第５号の規定による道路の位置の指定

（以下「道路位置指定」という。）を受ける事業 

⑹ 前各号に掲げる事業のほか、市長が特に必要と認める事業 

（適用除外） 

第４条 前条に規定する事業のうち、次の各号のいずれかに該当する事

業については、この告示を適用しない。 

⑴ 自己用住宅の建築を目的とした事業（前条第５号の事業を除く。） 

⑵ その他市長が特に認める事業 

（周辺住民への配慮） 

第５条 事業者は、事業計画に当たっては、周辺住民の生活環境に十分

配慮するとともに、事業の施行に伴って予測される工事公害等の問題

について事前に周辺住民と調整を図るものとする。 

（事前協議） 

第６条 事業者は、次の各号に掲げる申請書等を市長に提出し、事前協

議関係主管課一覧（別表第１）に規定する関係主管課のうち当該申請

書等に係る主管課（以下「主要関係主管課」という。）と協議を行い、

承認を受けるものとする。 

⑴ 開発行為等事前協議申請書（様式第１号） 

⑵ 事業計画概要（様式第２号） 

⑶ 開発行為等事前協議申請添付書類一覧（別表第２）に掲げる書類 

２ 主要関係主管課は、前項の承認をしたときは、協議・承認済通知書

（様式第３号）を事業者に交付するものとする。 

３ 事業者は、前項に規定する協議が整ったときは、事前協議結果報告

書（様式第４号）に協議・承認済通知書の写しを添付して市長に提出

するものとする。 

４ 事業者は、事業計画を変更する場合は、事前協議変更申請書（様式
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第５号）に変更図書を添えて市長に提出するものとする。ただし、軽

微な変更で市長が認めるときは、この限りでない。 

５ 事業者は、開発行為等事前協議申請書を取り下げる場合は、事前協

議申請取下届（様式第６号）を市長に提出するものとする。 

６ 事業者は、第３項に規定する事前協議結果報告書を市長に提出した

後に当該事前協議に関する工事を取りやめる場合は、事前協議取りや

め届（様式第７号）を市長に提出するものとする。 

（公共施設又は公益施設等の用に供する土地に関する協議） 

第７条 事業者は、前条第１項による事前協議の結果、市へ公共施設の

用に供する土地の帰属又は公益施設等の用に供する土地の無償譲渡等

が生じる場合は、公共施設又は公益施設等の用に供する土地の協議書

（様式第８号）を締結するものとする。ただし、法第３２条第１項の

規定に基づく協議を行う事業については、この限りでない。 

 

第２章 整備基準 

（区画） 

第８条 事業者は、土地の区画割を行うときは、次の各号に掲げるとこ

ろによる。 

⑴ 一区画の敷地面積は、１１０平方メートル以上とする。ただし、

次のア又はイに掲げる区域にあっては、それぞれ当該ア又はイに定

める面積による。 

ア 市街化調整区域 北本市都市計画法に基づく開発許可等の基準

に関する条例（平成１５年条例第２３号）第２条の規定による敷

地面積の最低限度 

イ 法第１２条の４第１項第１号の規定による地区計画（以下「地

区計画」という。）が定められている区域 当該地区計画に定め

られている敷地面積の最低限度 

⑵ 宅地の区画割は、路地状敷地を造らないよう努めるものとする。 

（宅地防災） 

第９条 事業者は、事業区域内の土地の形状等を的確に調査し、安全上

必要な措置が講ぜられるように設計するものとする。 
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２ 前項の場合において、隣接地との間に著しい高低差が生じる場合は、

事前に隣接地の所有者と協議するものとする。 

（道路） 

第１０条 道路（交通安全施設を含む。）の整備又は道路位置指定に係

る基準は、市長が別に定める。 

（後退道路） 

第１１条 事業者は、第３条及び第４条の規定にかかわらず、建築基準

法第６条第１項又は同法第６条の２第１項の規定による確認の申請に

伴って同法第４２条第２項の規定により道路後退をする場合は、現に

存在する道路の幅員の中心線から２．１５メートル後退するものとす

る。ただし、市の道路計画がある場合は、別途協議するものとする。 

（排水施設） 

第１２条 事業者は、市長が別に定める排水施設の設置に係る基準に基

づき、汚水及び雨水の排水施設を設置するものとする。 

（河川及び水路） 

第１３条 事業区域の流末の河川若しくは水路が未整備又は事業区域か

ら生じる汚水若しくは雨水の排水能力がない場合は、市が指定する箇

所まで事業者の負担において整備し、その計画に当たっては、事前に

市及び関係管理者と協議するものとする。 

（公園等） 

第１４条 事業者は、事業区域の面積に応じ、市長が別に定める公園、

緑地又は広場（以下「公園等」という。）の整備に係る基準に基づき、

公園等を設置するものとする。ただし、事業区域周辺の状況並びに計

画建築物に係る用途及び敷地の配置を勘案し、市長が特に必要がない

と認めるときは、この限りでない。 

（環境衛生施設） 

第１５条 事業者は、市長が別に定めるごみ集積所の設置に係る基準に

基づき、ごみ集積所を設置するものとする。 

２ 事業者は、計画戸数が５０（共同住宅又は長屋は５０世帯）以上又

は計画処理規模が２００人槽以上の合併処理浄化槽を設置するときは、

北本地区衛生組合と協議するものとする。 
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（駐車場等の施設） 

第１６条 事業者は、路上駐車等を防止するため、市長が別に定める駐

車場及び駐輪場（以下「駐車場等」という。）の設置に係る基準に基

づき、駐車場等を設置するものとする。 

２ 駐車場等は、原則として事業区域内に設置するものとする。ただし、

やむを得ず事業区域外に設置するときは、市と協議するものとする。 

（消防施設） 

第１７条 事業者は、消防施設の設置について、埼玉県央広域事務組合

と別途協議するものとする。 

（埋蔵文化財の保護） 

第１８条 事業者は、埋蔵文化財について、市と協議するものとする。 

２ 事業者は、工事中に埋蔵文化財が発見されたときは、直ちに工事を

中止し、市に連絡するとともに、その指示を受けるものとする。 

３ 事業者は、原則として発掘調査等に要する費用を負担するものとす

る。 

（農地対策） 

第１９条 事業者は、事業によって隣接農地に悪影響が生じると想定さ

れるときは、あらかじめ隣接農地の所有者及び耕作者と協議し、被害

の防止に努めるものとする。 

（上水道） 

第２０条 事業者は、上水道施設の設置等をしようとするときは、桶川

北本水道企業団と別途協議するものとする。 

（公益施設等） 

第２１条 市長は、事業の規模等を勘案し、公益施設等を設置する必要

があると認めるときは、事業者に対しその設置又は建設に必要な用地

等の提供を求めることができる。 

（公共交通機関） 

第２２条 市長は、公共交通機関の整備等について、必要があると認め

るときは、事業者に対し、その整備等に関する協力を求めることがで

きる。 

（地区計画） 
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第２３条 事業者は、事業区域の土地について地区計画が定められてい

るときは、事業に関する設計を当該地区計画に定められた内容に即し

て計画するものとする。 

（建築協定） 

第２４条 事業者は、北本市建築協定条例（昭和４７年条例第２５号）

第２条の規定による建築協定の制度を活用し、土地利用の適正化と地

域環境保全に寄与するよう努めるものとする。 

 

第３章 中高層建築物 

（事業者の責務） 

第２５条 事業者は、中高層建築物を建築しようとするときは、埼玉県

中高層建築物の建築に係る指導等に関する要綱（昭和５３年９月２９

日埼玉県知事決裁。以下「県中高層建築物指導要綱」という。）に定

めるもののほか、この告示及び市長が別に定める中高層建築物の建築

の指導に係る基準（以下「中高層建築物指導基準」という。）による

ものとする。 

 

第４章 補則 

（隣接関係者等への配慮） 

第２６条 事業者は、次の各号に掲げる事業を行おうとするときは、隣

接関係者に対し、当該事業完了後における周辺地域の環境等に及ぼす

影響等について十分説明を行うとともに、事前に誓約書（様式第９号）

を市長に提出し、隣接関係者との間に紛争が生じることのないよう配

慮するものとする。ただし、当該事業に係る計画建築物が中高層建築

物に該当するときは、県中高層建築物指導要綱及び中高層建築物指導

基準によるものとする。 

⑴ 開発区域の面積が３，０００平方メートル以上の事業 

⑵ 自己用住宅の部分を除いた延べ面積が１，０００平方メートル以

上の建築物の建築を目的とする事業 

⑶ 不特定多数の人が出入りする建築物の建築等、市長が周辺環境に

影響を及ぼすおそれがあると認める事業 
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⑷ 盛土をした土地の部分に高さが１メートルを超える崖を生ずるこ

ととなる事業、切土をした土地の部分に高さが２メートルを超える

崖を生ずることとなる事業又は盛土及び切土をした土地の部分に高

さが２メートルを超える崖を生ずることとなる事業 

⑸ その他市長が特に必要と認める事業 

２ 事業者は、事業区域境界に沿って道路を築造する事業を行おうとす

るときは、築造する道路に隣接する土地の所有者及び建築物の所有者

（以下「道路隣接関係者」という。）に対し当該道路が築造されるこ

とにより与える建築基準法における規制について十分説明を行い、道

路隣接関係者との間に紛争が生じることのないよう配慮するとともに、

その旨を誓約する書面を市長に提出するものとする。 

３ 事業者は、前２項に規定する場合のほか、隣接関係者から説明の要

求があった場合は事業完了後における周辺地域の環境等に及ぼす影響

等を、道路隣接関係者から説明の要求があった場合は道路が築造され

ることにより与える建築基準法における規制を、当該要求があった隣

接関係者又は道路隣接関係者に説明するものとする。 

４ 事業者は、前３項による説明経過等について、次に掲げる書類を添

付し、速やかに市長に報告するものとする。 

⑴ 隣接関係者等説明報告書（様式第１０号） 

⑵ 説明を行った隣接関係者等名簿（様式第１１号） 

⑶ 隣接関係者等位置図 

⑷ 説明会会議録（自治会等を対象とした説明会を開催した場合） 

（境界の確認） 

第２７条 事業者は、事業を行うときは、事前に道路又は水路等との境

界確認を実施するとともに、公共基準点に基づき測量した成果品を市

長に提出し、境界を明確にするものとする。 

（公害等の防止） 

第２８条 事業者は、事業を行うときは、騒音、振動及び交通等の公害

防止に最善の措置を講ずるとともに、周辺住民と紛争が生じないよう

事前に調整を図るものとする。 

（工事完了届） 
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第２９条 事業者は、事業に関する工事が完了したときは、工事完了届

（様式第１２号）を市長に堤出し、工事完了検査を受けるものとする。 

２ 事業者は、公共施設の工事の進捗状況を適正に管理するとともに、

工事中においても中間検査依頼書（様式第１３号）を市長に提出し、

中間検査を受けることができる。 

３ 前２項の規定は、法第２９条第１項の規定による許可（以下「開発

許可」という。）を受けた事業については、適用しない。 

（検査の実施及び検査済証の交付） 

第３０条 市長は、工事完了届又は中間検査依頼書が提出された場合は、

速やかに工事完了検査又は中間検査を実施するものとする。 

２ 市長は、事業に関する工事が事前協議の内容に適合していないと認

めたときは、事業者に適合しない部分の是正を指示し、是正結果の報

告を求めるものとする。 

３ 市長は、事業に関する工事が事前協議の内容に適合していると認め

たときは、速やかに事業者に検査済証（様式第１４号）を交付するも

のとする。 

４ 開発許可を受けた事業については、法令の規定により検査を実施し、

検査済証を交付するものとし、前３項の規定を適用しない。 

（公共施設又は公益施設等の用に供する土地等の帰属又は無償譲渡等） 

第３１条 事業者は、市に帰属又は無償譲渡等される公共施設又は公益

施設等の用に供する土地については、市長が別に定める公共施設及び

公益施設等の用に供する土地の管理・用地に関する基準に基づいて整

備を行い、工事完了検査に合格した後は、当該土地を市に遅滞なく引

き渡すものとする。 

２ 事業者は、前項の規定による公共施設又は公益施設等の用に供する

土地の引渡しを帰属により行うときは土地所有権移転登記嘱託申請書

（様式第１５号）その他市長が定める書類を、無償譲渡等により行う

ときは寄附採納願その他の市長が定める書類を市に提出するものとす

る。この場合において、事業者は、当該土地の地目変更登記を完了さ

せるとともに、所有権以外の権利が設定されているときは、その権利

を抹消するものとする。 
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３ 事業者は、公共施設については、市長が別に定める基準に基づいて

整備を行い、工事完了検査に合格した後は、当該公共施設を市に遅滞

になく引き渡すものとする。 

４ 事業者は、前項の規定による公共施設の引渡しをするときは、寄附

採納願その他の市長が定める書類を市に提出するものとする。この場

合において、事業者は、引き渡す公共施設が存する土地に事業者以外

の者に係る権利が設定されているときは、その者の承諾を得るものと

する。 

５ 事業者は、第１項又は第３項による公共施設又は公益施設等の引渡

しをしたときは、市長に施設の管理等に係る念書（様式第１６号）を

提出し、契約不適合責任を負うものとする。ただし、法第３２条第１

項の規定に基づく協議を行った事業については、施設の管理等に係る

念書の提出を省略できる。 

（損害の補償） 

第３２条 事業者は、事業によって第三者に損害を与えたときは、自己

の責任において復旧するものとする。 

（委任） 

第３３条 この告示に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定

める。 

 

附 則 

１ この告示は、平成１６年１月１日から施行する。 

２ 北本市開発指導要綱（平成２年告示第６４号）は、廃止する。 

３ この告示の施行の際、現に廃止前の北本市開発指導要綱の規定に基

づき、事前協議申請書の提出されている開発事業については、なお従

前の例による。 

附 則（平成１７年告示第１２０号） 

この告示は、平成１７年７月１日から施行する。 

附 則（平成１８年告示第２７９号） 

この告示は、平成１９年１月１日から施行する。 

附 則（平成２０年告示第６５号） 
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この告示は、平成２０年４月１日から施行する。 

附 則（平成２３年告示第４２号） 

この告示は、平成２３年４月１日から施行する。 

附 則（平成２５年告示第６４号） 

この告示は、平成２５年４月１日から施行する。 

附 則（平成２５年告示第１６５号） 

この告示は、平成２５年１０月１日から施行する。 

附 則（平成２５年告示第２１０号） 

この告示は、平成２６年１月１日から施行する。 

附 則（平成２６年告示第２９号） 

この告示は、平成２６年４月１日から施行する。 

附 則（平成２７年告示第４８号） 

この告示は、平成２７年４月１日から施行する。 

附 則（平成２７年告示第１６３号） 

この告示は、平成２７年１１月１日から施行する。 

附 則（平成２８年告示第４５号） 

この告示は、平成２８年４月１日から施行する。 

附 則（平成２９年告示第７８号） 

この告示は、平成２９年４月１日から施行する。 

附 則（平成３０年告示第３７号） 

（施行期日） 

１ この告示は、平成３０年４月１日から施行する。 

（北本市開発審査委員会設置要綱の廃止） 

２ 北本市開発審査委員会設置要綱（昭和４８年要綱第６号）は、廃止

する。 

（北本市建築行為に係る後退用地等の整備要綱の一部改正） 

３ 北本市建築行為に係る後退用地等の整備要綱（平成８年告示第１０

４号）の一部を次のように改正する。 

第２条第３号ア中「第１３条」を「第１１条」に改める。 

附 則（平成３１年告示第４６号） 

この告示は、平成３１年４月１日から施行する。 
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附 則（令和２年告示第３２号） 

この告示は、令和２年４月１日から施行する。 

附 則（令和３年告示第９号） 

１ この告示は、令和３年４月１日から施行する。 

２ この告示による改正前のそれぞれの告示に定める様式による用紙は、

当分の間、所要の調整をして使用することができる。 

附 則（令和３年告示第４７号） 

この告示は、令和３年４月１日から施行する。 

附 則（令和４年告示第３６号） 

この告示は、令和４年４月１日から施行する。 

附 則（令和６年告示第４３号） 

この告示は、令和６年４月１日から施行する。 

附 則（令和７年告示第５０号） 

この告示は、令和７年４月１日から施行する。 


